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●人と環境にやさしい住環境づくり
　「健康で安心に暮らせるまち」の実現に向けて，安心・安全で快適な住環境の整備を推進します。

　

●市営住宅
　市営住宅は、住宅に困っている所得の低い方を対象とした住宅であり、現在、一般世帯向け住宅、高齢者
向け住宅、身体障がい者向け住宅、母子世帯向け住宅など、6,243戸あります。
　安心・安全な市営住宅を供給するため、建設・改修・修繕などにより適切な維持管理を行います。

環境にやさしく・魅力に溢れ安心して暮らせる住環境の創出

（子育て・高齢者支援　健幸すまいリフォーム助成事業）
　子どもを安心して産み育てられ、高齢者が健
康で幸せに暮らせる住環境を創出するため、住
宅のバリアフリー・子育て対応・温熱環境改善
リフォーム並びにそれと併せて行う住宅リフォー
ムを行う方に、その費用の一部を助成します。

（マンション共用部分バリアフリー化支援事業）
　高齢者をはじめ誰もが安心して暮らせる住ま
いづくりを進めるため，マンションの管理組合
に，共用部分のバリアフリー化工事費用の一部
を助成します。

（ＵＩＪ支援　にいがたすまいリフォーム助成事業）
　UIJターンによる新潟暮ら
しを促進するため、新潟県外
からの移住・定住に合わせて
住宅リフォームを行う方に、
その費用の一部を助成します。

（空き家活用リフォーム推進事業）
　空き家の利活用の促進を図るため，福祉活動や住
み替えといった市が進める施策において空き家を活
用する場合に，そのリフォーム費用の一部を助成し
ます。

（地域提案型　空き家活用事業）
　空き家を資源とした
ま ち づ く り や 地 域 コ
ミュニティの活性化を
図るため，地域住民の
主体的な取り組みによ
る 空 き 家 の 調 査 や 活
用・跡地活用に係る費
用の一部を助成します。

物見山第１住宅Ａ棟 巻1区住宅亀田向陽住宅平成26年度竣工 平成26年度竣工 平成26年度竣工

老朽化した既存市営住宅の建替えを行
いました。
建物概要：木造２階建て　８戸

老朽化した既存市営住宅の建替えを行
いました。
建物概要：木造２階建て　12戸

子育て世帯及び高齢者世帯を対象とし
た市営住宅です。
建物概要：鉄筋コンクリート造
　　　　　６階建て　　71戸

手すりの設置 エレベーターの設置床ノンスリップ化スロープの設置

空き家を「地域の茶の間」に改修した例（北区）

空き家を除却した跡地を
「地域の菜園」として活用した例

（中央区）

（住環境政策課）
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●安心・安全な住み良いまちづくり
◆建築基準法に基づく住宅・建築物の安心・安全確保を推進します。
　建築基準法及び建築確認申請に係る各種届出等についての支援・指導を行うとともに、
関連情報を市民や建築関係者へ提供し、地域と協働で住みよいまちづくりを進めます。

新潟市の建築確認申請（建築物）の動向

◆住宅・建築物の耐震化を進めます。
　地震によって倒壊するおそれがある住宅や建築物に対
して、耐震診断や耐震改修工事等にかかる費用の一部を
補助し、安心・安全の土台づくりを進めます。

新潟市の建築確認申請に係る届出等の動向
種別 件数（件）

平成27年度 平成28年度
長期優良住宅の認定 656 741

省エネルギー法の届出 246 298
低炭素建築物の認定 63 64
CASBEE新潟の届出 33 26

福祉のまちづくり条例事前協議 97 80
バリアフリー法に基づく認定 0 0

建設リサイクル法 届出 2,097 2,113
通知 551 507

中高層建築物の届出 31 30
共同住宅の届出 80 75

新潟市木造戸建住宅耐震改修等補助事業の内容
区分 自己負担額

ａ
．耐
震
診
断

延べ面積が
280㎡以下

高齢者等世帯 無料

上記以外 5千円

延べ面積が
280㎡～500㎡

高齢者等世帯 無料

上記以外 1.5～3.5万円

区分 助成する額

b．耐震設計 費用の1/2以内
10万円限度

c. 耐震改修工事
高齢者等世帯 費用の2/3以内

150万円限度

上記以外 費用の2/3以内
120万円限度

d. 段階的耐震改修工事
※①：1段階、②：2段階を示す

高齢者等世帯 費用の2/3以内
①90万円限度②60万円限度

上記以外 費用の2/3以内
①70万円限度②50万円限度

e. 建替え耐震化工事
高齢者等世帯 費用の1/10以内

20万円限度

上記以外 費用の1/10以内
15万円限度

f. 耐震改修等促進リフォーム c、d、gと同時に行う
リフォーム工事が対象

費用の1/2以内
30万円限度

g. 耐震シェルター・防災ベッド設置 高齢者等世帯 費用の1/2以内
30万円限度

h. 家具転倒防止工事 高齢者等世帯 4千円～7千円

新潟市マンション耐震改修等促進事業の内容
区分 助成する額

耐震診断 予備診断 費用の2/3以内 14万円限度
本診断 費用の1/2以内 150万円限度

耐震設計 費用の2/3以内

耐震改修工事 費用（49.3千円/㎡限度）
×23％の2/3以内

新潟市特定建築物耐震診断等補助事業の内容
区分 助成する額

耐震
診断

幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の2/3以内
上限額あり緊急輸送道路沿道建築物

耐震
設計

幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の2/3以内
上限額あり緊急輸送道路沿道建築物

耐震
改修工事

幼稚園・保育所、
診断義務付建築物

費用の23%以内
上限額あり

平成28年度耐震補助制度利用状況
区分 件数

（件） 区分 件数
（件）

木造
戸建
住宅

耐震診断 249 
マンション

予備診断・本診断 3 
耐震設計 25 耐震設計 0 

耐震改修工事 18 耐震改修工事 0 
段階的改修工事 1 

特定建築物
耐震診断

幼稚園・保育所 1 
建替え耐震化工事 20 診断義務付け 0 
促進リフォーム 19 緊急輸送道路沿道 0 
耐震シェルター・

防災ベッド 0 特定建築物
耐震設計

幼稚園・保育所 1 
診断義務付け 0 

家具転倒防止工事 9 緊急輸送道路沿道 0 

特定建築物
耐震改修工事

幼稚園・保育所 0 
診断義務付け 2 

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（件）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

4,1864,186
4,7284,728

4,0724,072 4,1204,120 4,1884,188

（建築行政課）
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●内野まちづくりセンター（平成28年９月竣工）

　

●日和山小学校（平成29年１月竣工）

新潟市の新しい公共建築

普通教室棟（増築工事）
◆構造規模：鉄筋コンクリート造 ５階建て
　　　　　　一部鉄骨造　４階建て
◆延床面積：3,114㎡
管理・特別教室棟、給食棟（大規模改造工事）
◆構造規模：鉄筋コンクリート造 ４階建て
　　　　　　一部鉄骨造　平屋建て
◆延床面積：3,453㎡

　内野まちづくりセンターは、「市民が気軽に集い、交流する」を基本理念に、地域が主体となってまちづくりを行うため
の活動拠点として整備しました。また、施設の老朽化及び耐震性能の不足、機能の再編が課題であった内野駅周辺の行政
機関を集約し、地域の利便性向上及びにぎわい創出、災害時の一時避難所機能などにも配慮した複合施設となっています。

　日和山小学校は豊照・湊・栄・入舟の４校の統合による児童の増加に対応するため、既存の旧栄小学校校舎に普通教室
棟の増築を行いました。普通教室には廊下拡張型オープンスペースを採用し、多様な学びや活動に対応できる空間となっ
ています。また、併せて既存校舎の大規模改造工事を行い、防災機能の向上や、より地域に開かれた施設として教育環境
の改善が図られています。

（公共建築第１課・第2課）

普通教室内観普通教室棟外観

オープンスペース

普通教室

◆構造規模：鉄骨造　４階建て
◆延床面積：3,161.56㎡（併用施設含む）
◆主要諸室： 交流スペース　ホール　研修室　

保育室（多目的ルーム） 軽運動室
◆併用施設： 西区役所西出張所
　　　　　　西地域保健福祉センター

正面外観

１階交流スペース内観
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●新潟市公共建築物長寿命化指針

●長寿命化指針に基づく保全計画の策定

●長寿命化に向けた具体的な取り組み

公共建築物の長寿命化

（公共建築第１課　施設保全推進室）

【長寿命化推進の基本方針】

①施設の目標使用年数に基づく
　計画的な保全の推進

②予防保全の推進
　（日常的な維持管理）

③必要水準の確保
　（ニーズ変化へ対応）

④ライフサイクルコスト※の削減

【研修会開催と点検マニュアルの整備】
　施設の日常点検を適切に行えるよう、座学及び現地にお
ける研修会を継続的に開催するとともに、点検マニュアル
を整備し、管理者の意識とレベルの向上を図っています。

【改修工事の実施】
　施設の状況を一元的に管理することで、全市的な視点に
よる改修工事の優先順位付けを実施し、計画的な保全工事
により施設の長寿命化を進めています。

【保全相談窓口の開設】
　維持管理に係る相談専用窓口を設置し、適宜、現地確認や
アドバイスを行うことで、問題の早期解決を図っています。

【定期的な現地調査】
　技術職員による現地調査を定期的に行い、不具合を早
期に発見し、故障を防ぐ「予防保全」に取組んでいます。

※ 建築物の企画設計段階、建設段階、運用管理段階 
及び解体再利用段階の各段階のコストの総計

　市有施設の総延床面積は約270万㎡あり、その多くは昭和50年代に整備されたものです。建築後30
年以上経過する施設の増大により、今後、改修・改築に係る多額の費用負担が見込まれます。
　そのため本市では、「施設の長寿命化」についての具体的な取組みとして定めた「公共建築物長寿
命化指針」に基づき、計画的な保全により施設の長寿命化を進めています。

　長寿命化指針に基づき策定する保全計画については、学校施
設、一般建築物、市営住宅それぞれで独自の計画を策定するこ
とで、各施設の整備基準を考慮したきめ細かな計画が可能とな
り、長寿命化を着実に進めます。

約270万m2
学校施設
44.5%

一般建築物
42.4%

市営住宅
13.1%

〔市有施設の用途別内訳〕

〔公共施設の整備状況〕

現地研修会

外壁改修工事

座学研修会

改修前

改修後


